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付図 

 

（付図１ 家庭部門の最終エネルギー消費の 2030 年度に向けた目標と進捗率） 

対策 

対策評価指標 省エネ量（万 kl） 

指標 
2020 

実績 

2030 

見通し 
進捗率 

2020 

実績 

2030 

見通し 
進捗率 

住宅の省エネ化 

（新築） 

新築住宅のうちＺＥＨ

基準の水準の省エネ性

能に適合する住宅の割

合（％） 

24% 100% 24% 47.7 253 19% 

住宅の省エネ化 

（改修） 

省エネ基準を満たす住

宅ストックの割合

（％） 

14% 30% 47% 27.9 91 31% 

（備考）2030 年度見通しは「地球温暖化対策計画」（令和３年 10月 22 日閣議決定）、2020 年度実績は地球

温暖化対策推進本部（2023）による。 
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（付図２ 省エネ住宅への補助金（令和５年度予算・令和４年度補正予算）） 

一次エネルギー 

消費量削減率 
主な要件 主な補助金 

省エネ 

のみ 

再エネ等 

含む(原則) 

○ ＬＣＣＭ住宅（ライフサイクル全体を通じた CO2 排出量をマイナスにする住宅） 

事業名：ＬＣＣＭ住宅整備推進事業（国土交通省） 

▲25％ 

以上 

▲100％ 

以上 

強化外皮基準 

LCCO2 評価の結果が０以下と

なること 

戸建:上限 140万円/戸 

集合:上限 75万円/戸 

省エネ工事等費用の 1/2以内 

○ 次世代ＺＥＨ＋（再エネなどの更なる自家消費の拡大を目指したＺＥＨ＋） 

事業名：次世代ＺＥＨ＋実証事業（経済産業省） 

▲25％ 

以上 

▲100％ 

以上 

ＺＥＨ＋に加え、①V2H 設備   

②蓄電システム ③燃料電池 

④太陽熱利用温水システム 

⑤太陽光発電システム 10kW

以上 のいずれかを導入 

定額 100万円/戸に加え、左記

①～④の設備にかかる費用の

一部を支援 

○ ＺＥＨ＋（より高性能なＺＥＨ） 

事業名：戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業（環境省） 

▲25％ 

以上 

▲100％ 

以上 

強化外皮基準 

外皮性能の更なる強化、HEMS

等高度エネマネ、電気自動車

への充電のうち２つ以上実施 

定額 100万円/戸 

○ ＺＥＨ 

事業名：戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業（環境省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

（注文・建売住宅） 

強化外皮基準 
定額 55万円/戸 

事業名：こどもエコすまい支援事業（国土交通省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

（子育て世帯・若者夫婦世帯

による住宅の新築） 

ＺＥＨ住宅 

定額 100万円/戸 

事業名：地域型住宅グリーン化事業（国土交通省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

（中小工務店等による木造） 

強化外皮基準 

中小住宅生産者等の応募 

上限 140万円/戸 

省エネ工事等費用の 1/2以内 

○ ＺＥＨ－Ｍ（集合住宅におけるＺＥＨ） 

事業名：超高層ＺＥＨ－Ｍ実証事業（経済産業省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

（住宅部分が 21層以上） 

強化外皮基準、広報活動等 
補助対象経費の 1/2以内 

事業名：集合住宅の省 CO2化促進事業（環境省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

強化外皮基準 

・高層ＺＥＨ－Ｍ：６～20 層 

・中層ＺＥＨ－Ｍ：４～５層 

・低層ＺＥＨ－Ｍ：１～３層 

 

補助対象経費の 1/3以内 

補助対象経費の 1/3以内 

定額 40万円×戸数 

（備考）経済産業省・国土交通省・環境省（2023）、国土交通省（2023d）により作成。こどもエコすまい支

援事業は令和４年度補正予算、その他は令和５年度予算。 
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（付図３ 省エネ住宅等の住宅ローン減税） 

区分 控除対象額の引上げ幅 

新築住宅 

買取再販 

長期優良住宅 

低炭素住宅 
＋2,000万円 

ＺＥＨ水準省エネ住宅 ＋1,500万円 

省エネ基準適合住宅 ＋1,000万円 

その他の住宅 ― 

既存住宅 

長期優良住宅 

低炭素住宅 

ＺＥＨ水準省エネ住宅 

省エネ基準適合住宅 

＋1,000万円 

その他の住宅 ― 
（備考）国土交通省（2021a）により作成。2023 年に入居する場合。 

 

（付図４ 省エネ住宅のローン金利優遇） 

名称 期間・金利引き下げ幅 区分 要件 

【フラット 35】S

（ＺＥＨ） 

当初５年間▲0.5％ 

６～10年目▲0.25％ 

新築 

既築 

ＺＥＨ水準の住宅 

（強化外皮基準＋一次エネルギー消

費量▲20％以上＋再エネ措置※1） 

【グリーンリフ

ォームローン】S 

最大 10年▲0.3％ 

（※2） 

既築 ＺＥＨ水準とする断熱改修工事 

（備考）住宅金融支援機構（2023a、2023c、2023d）により作成。（※1）原則として、年間の一次エネルギ

ー消費量の収支がゼロとすることを目指した、再生可能エネルギー導入等の措置を行っているも

の。（※2）2023 年 10 月時点の【グリーンリフォームローン】S と【グリーンリフォームローン】

の融資金利の差。 

 

（付図５ 省エネリフォームの補助金（令和４年度補正予算）） 

工事内容 補助対象 補助額 

①省エネ改

修 

１）高断熱窓の設置 高性能の断熱窓 

補助率 1/2 相当

等 

上限 200 万円/戸 

２）高効率給湯器の

設置 

高効率給湯器（(a)家庭用燃料電

池、(b)ヒートポンプ給湯機、(c)

ハイブリッド給湯機） 

定額 

(a)15万円 

(b)(c)5 万円 

３）開口部・躯体等

の省エネ改修工事 

開口部・躯体等の一定の断熱改

修、エコ住宅設備（節湯水栓、高

断熱浴槽等）の設置 

上限 30万円／戸 

（子育て世帯・若

者夫婦世帯は上

限 45万円/戸） 

②その他のリフォーム工事 

（①（１）～（３）のいずれかを

行った場合） 

住宅の子育て対応改修、バリアフ

リー改修、空気清浄機能・換気機

能付きエアコン設置工事等 
（備考）経済産業省・国土交通省・環境省（2022）により作成。こどもエコすまい支援事業（国土交通省、

令和 4 年度補正予算、1500 億円（新築・リフォームの合計））、住宅の断熱性能向上のための先進

的設備導入促進事業等（経済産業省・環境省、令和 4 年度補正予算、1000 億円）、高効率給湯器導

入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金（経済産業省、令和 4 年度補正予算、300

億円）による支援。 



 

 

48 

 

Appendix A（内閣府調査） 

 

○調査対象 

【事前調査】 20～69 歳の男女 

【本調査】 学生及び住宅の購入や引っ越し、リフォームについての意思決定に関与

  できない者を除く 20～69 歳の男女 

 

○調査対象区分 

住宅に関する検討状況に応じて以下の A～E 層の５層を設定し、本調査の際に各層 2,000

以上のサンプル回収を実施した。住宅の購入を検討していない A～E 層以外の者につい

ては、18,000 以上のサンプル回収を実施した。 

A 層：新築注文検討層 

戸建住宅の注文新築を具体的に検討している（実際に物件を探している）。 

B 層：新築建売または中古戸建購入検討層 

戸建住宅の購入（注文新築を除く）を具体的に検討している（実際に物件を探している）。 

C 層：賃貸転居検討層 

賃貸住宅への転居を具体的に検討している（実際に物件を探している）。 

D 層：分譲マンション転居検討層 

分譲マンションの購入を具体的に検討している（実際に物件を探している）。 

E 層：住宅リフォーム検討層 

所有する戸建住宅のリフォームを具体的に検討している（実際に資料を集めている）。 

 

○調査地域：全国 

 

○調査方法：インターネット 

 

○調査時期： 

【事前調査】 2023 年 1 月 26 日（木）～2 月 20 日（月） 

【本調査】 2023 年 2 月 9 日（木）～2 月 20 日（月） 

 

○有効回答数： 

【事前調査】 238,052 サンプル 

【本調査】 31,050 サンプル 

 

○調査実施機関：株式会社マクロミル 
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○ウェイトバック集計について 

本調査の回収サンプルの偏りを、実際の対象の母集団の性別・年代・地域の構成比に合わ

せることを目的とし、ウェイトバック集計を行った。ウェイトバック値の推計では、まず、

本調査を実施する前に５万サンプルを対象としたスクリーニング調査を行い、住宅の検討

状況を尋ねた。スクリーニング調査の５万サンプルに対して、令和２年国勢調査の性別（男

性、女性）、年齢（20~29 歳、30~39 歳、40~49 歳、50~59 歳、60~69 歳）、地域（北海道

東北、南関東、東京、北関東、北陸信越、東海、関西、中国四国、九州沖縄）の構成比と一

致するようにウェイトバックを行うことで、我が国における性別・年代・地域・住宅検討状

況の構成比を把握した。この構成比を用いて、本調査 31,050 サンプルに対して性別・年齢・

地域・住宅検討状況によるウェイトバックを行った。（図表Ａ－１、Ａ－２）。  
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（図表Ａ－１ 本調査のサンプル回収数） 

層 性別 年代 
北海道 

東北 
南関東 東京 北関東 

北陸 

甲信越 
東海 近畿 

中国 

四国 

九州 

沖縄 

Ａ層 

男性 

20 代 39 72 44 24 22 67 64 42 34 

30 代 51 83 51 19 25 74 84 59 34 

40 代 25 62 40 19 25 39 50 26 28 

50 代 18 37 30 9 6 20 36 10 11 

60 代 18 27 18 8 4 18 35 11 9 

女性 

20 代 34 35 23 24 33 54 61 29 24 

30 代 32 55 33 26 29 63 63 40 42 

40 代 19 31 26 14 4 17 38 14 17 

50 代 6 11 8 7 3 12 14 8 5 

60 代 7 24 12 5 4 16 17 7 6 

Ｂ層 

男性 

20 代 35 66 38 18 20 52 60 23 40 

30 代 39 95 65 18 13 61 65 41 44 

40 代 36 71 53 14 18 37 71 29 38 

50 代 13 41 50 7 15 29 60 17 18 

60 代 7 34 22 3 5 11 38 12 12 

女性 

20 代 14 38 22 8 6 15 39 17 21 

30 代 27 60 33 16 9 36 70 29 26 

40 代 18 51 20 8 7 16 47 22 26 

50 代 6 15 21 4 2 9 12 7 6 

60 代 6 17 12 2 3 12 13 2 4 

Ｃ層 

男性 

20 代 35 71 43 16 17 53 72 23 40 

30 代 35 63 73 10 7 32 74 26 39 

40 代 31 41 49 7 10 30 51 20 29 

50 代 12 30 39 4 4 18 37 7 16 

60 代 10 28 18 2 7 5 27 4 14 

女性 

20 代 55 100 68 19 26 47 95 43 60 

30 代 38 34 42 8 9 33 56 24 40 

40 代 15 38 42 6 9 20 36 20 31 

50 代 9 29 21 2 3 5 23 4 16 

60 代 7 19 15 1 3 9 21 3 13 

Ｄ層 

男性 

20 代 15 30 46 9 5 16 27 14 9 

30 代 28 74 85 5 6 30 59 16 39 

40 代 18 87 113 4 7 22 55 16 22 

50 代 21 84 70 4 9 19 59 10 20 

60 代 17 71 62 3 2 18 40 13 18 

女性 

20 代 9 34 29 3 3 13 41 6 16 

30 代 20 55 58 3 2 17 57 19 25 

40 代 21 57 68 7 3 16 61 9 28 

50 代 12 38 49 3 6 10 41 9 12 

60 代 7 34 32 3 7 7 37 9 12 

Ｅ層 

男性 

20 代 7 9 6 4 9 11 5 9 7 

30 代 17 25 21 6 15 26 36 15 12 

40 代 31 73 25 14 25 56 59 23 29 

50 代 43 102 51 27 31 56 84 39 45 

60 代 87 133 100 31 57 107 111 53 57 

女性 

20 代 2 5 6 1 6 12 8 11 7 

30 代 15 9 10 4 9 11 29 17 10 

40 代 35 39 13 9 18 39 48 16 22 

50 代 28 40 28 10 18 34 53 22 29 

60 代 51 82 47 13 22 54 93 63 36 

Ａ～Ｅ

層以外 

男性 

20 代 119 189 121 41 54 108 154 91 51 

30 代 157 300 173 69 93 215 256 136 133 

40 代 225 403 284 102 138 258 399 198 163 

50 代 231 461 317 87 96 283 390 156 143 

60 代 199 460 297 85 134 243 380 157 169 

女性 

20 代 131 178 113 39 54 130 194 106 125 

30 代 167 272 203 69 93 248 332 128 171 

40 代 216 398 296 92 122 292 423 179 204 

50 代 223 432 274 83 97 270 397 185 185 

60 代 254 439 277 78 94 261 445 168 184 
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（図表Ａ－２ ウェイトバック後サンプル数） 

層 性別 年代 
北海道 

東北 
南関東 東京 北関東 

北陸 

甲信越 
東海 近畿 

中国 

四国 

九州 

沖縄 

Ａ層 

男性 

20 代 10.6 39.5 23.3 12.4 12.7 33.5 31.6 17.8 23.0 

30 代 20.0 41.2 32.1 10.8 7.9 40.0 40.9 21.1 23.0 

40 代 22.0 26.5 21.9 9.4 9.6 19.3 19.0 13.4 21.0 

50 代 7.0 20.9 10.7 6.4 6.2 12.8 14.6 3.3 6.7 

60 代 8.4 12.2 7.2 3.6 2.6 11.9 12.7 4.9 4.0 

女性 

20 代 11.3 17.2 11.3 11.8 15.8 24.4 32.3 12.3 16.2 

30 代 17.7 22.8 13.5 13.5 11.9 23.1 30.4 17.8 16.1 

40 代 8.9 16.2 14.3 6.8 4.5 8.4 9.5 4.4 5.1 

50 代 3.3 3.5 3.5 2.2 1.0 9.7 6.7 3.4 8.7 

60 代 4.4 7.7 2.8 1.6 2.1 8.5 7.9 3.2 2.7 

Ｂ層 

男性 

20 代 12.9 28.6 18.1 6.7 10.3 26.1 25.3 6.4 13.4 

30 代 11.7 34.0 25.4 4.9 7.1 20.8 24.8 14.3 21.0 

40 代 10.2 28.8 19.5 2.8 7.9 10.5 19.7 15.0 19.0 

50 代 9.6 18.7 14.0 4.3 11.4 7.5 16.0 5.9 10.1 

60 代 4.2 13.2 6.1 1.2 2.9 6.4 6.7 5.0 5.0 

女性 

20 代 4.2 21.7 10.2 4.6 5.3 7.4 14.3 7.1 10.5 

30 代 9.2 27.3 22.5 6.3 7.9 12.7 19.2 10.4 10.4 

40 代 5.2 21.8 10.1 2.9 6.3 7.7 10.2 8.8 12.8 

50 代 5.0 8.3 7.0 2.2 1.0 3.7 6.0 5.1 4.9 

60 代 0.9 11.8 2.2 1.4 0.9 3.6 3.0 0.4 0.8 

Ｃ層 

男性 

20 代 15.9 33.6 23.3 10.5 7.1 30.2 30.9 11.4 23.0 

30 代 13.3 26.9 31.3 5.9 7.1 15.4 18.1 15.8 19.0 

40 代 11.0 21.0 17.2 5.7 6.1 9.7 18.2 6.3 12.0 

50 代 5.2 8.2 14.0 1.1 4.2 5.3 16.0 4.2 9.0 

60 代 7.4 10.0 4.4 0.7 4.0 2.8 10.0 2.5 8.7 

女性 

20 代 26.8 37.2 36.1 7.1 13.5 23.0 35.1 20.1 28.4 

30 代 22.3 22.8 27.9 3.6 1.6 12.7 18.5 8.9 18.9 

40 代 11.9 13.8 17.6 3.9 4.5 6.9 17.5 12.3 17.1 

50 代 1.7 10.6 6.3 0.7 3.1 0.7 14.1 2.5 10.7 

60 代 0.9 9.6 6.1 0.5 0.9 2.7 6.7 2.7 11.5 

Ｄ層 

男性 

20 代 2.3 20.2 25.9 4.8 1.6 8.2 11.9 2.8 3.8 

30 代 8.3 16.6 27.9 3.9 2.6 3.8 18.8 6.0 10.0 

40 代 7.1 28.8 26.5 0.9 3.5 15.3 22.6 4.7 11.0 

50 代 9.6 23.1 20.7 3.2 2.1 6.0 16.7 5.9 11.2 

60 代 8.4 24.1 11.1 1.0 1.0 9.2 12.0 6.1 8.5 

女性 

20 代 2.8 10.0 3.4 0.9 1.5 4.4 18.6 1.9 5.7 

30 代 3.1 23.7 25.2 2.7 0.8 3.0 16.5 3.7 6.6 

40 代 8.9 14.6 21.8 1.0 2.7 6.9 18.2 4.4 9.4 

50 代 6.7 15.8 15.3 1.2 1.0 2.2 13.4 1.7 4.9 

60 代 4.4 11.5 9.9 1.0 2.7 2.7 7.9 4.0 5.4 

Ｅ層 

男性 

20 代 3.8 8.4 1.7 2.9 7.9 5.7 5.6 4.3 3.8 

30 代 6.7 12.7 6.8 2.0 11.5 12.3 12.7 5.3 5.0 

40 代 21.2 33.5 12.5 6.6 14.9 30.6 30.6 11.0 21.0 

50 代 25.3 53.0 24.7 18.1 26.0 29.4 47.3 15.9 23.6 

60 代 42.2 61.6 33.4 14.4 26.1 48.9 43.3 42.2 45.3 

女性 

20 代 1.4 5.3 4.5 1.1 4.5 5.2 3.6 1.9 4.1 

30 代 6.2 9.1 10.8 0.9 6.3 6.7 11.2 5.9 8.5 

40 代 17.8 22.6 10.1 9.7 9.9 12.3 26.3 13.1 11.1 

50 代 20.0 29.3 13.2 7.3 12.4 11.9 30.5 11.0 15.5 

60 代 29.3 43.0 19.9 6.8 11.8 29.1 35.8 30.8 17.6 

Ａ～Ｅ

層以外 

男性 

20 代 129.6 206.7 168.1 58.0 59.6 134.0 170.1 96.6 99.5 

30 代 190.1 383.9 257.1 114.3 120.0 249.9 294.8 147.1 215.0 

40 代 308.1 586.1 370.1 168.9 184.1 384.6 486.5 248.8 277.5 

50 代 325.5 592.8 353.8 167.2 184.9 374.9 473.2 248.3 290.1 

60 代 389.4 582.2 273.0 107.6 194.2 352.1 471.0 310.7 334.4 

女性 

20 代 154.9 258.0 200.7 56.5 69.2 182.1 234.4 114.1 154.7 

30 代 223.9 419.9 297.9 114.2 140.4 289.9 375.5 181.1 262.5 

40 代 324.9 597.0 376.7 160.5 194.0 405.1 535.7 262.8 342.9 

50 代 348.2 619.0 352.5 118.9 195.1 386.7 518.7 246.1 334.0 

60 代 425.6 603.8 267.2 107.3 153.5 426.3 508.2 338.4 370.6 
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（図表Ａ－３ コンジョイント選択実験を実施したＡ層の本調査のサンプル回収数） 

層 性別 年代 
北海道 

東北 
南関東 東京 北関東 

北陸 

甲信越 
東海 近畿 

中国 

四国 

九州 

沖縄 

Ａ層 

男性 

20 代 36 59 33 21 19 55 54 31 25 

30 代 38 74 43 18 24 64 71 52 27 

40 代 22 48 33 15 22 31 42 20 21 

50 代 17 34 28 8 5 16 32 9 7 

60 代 14 20 16 6 1 14 29 6 8 

女性 

20 代 25 30 19 20 25 39 43 22 17 

30 代 27 50 23 23 24 52 57 33 38 

40 代 15 27 22 12 3 13 34 14 14 

50 代 5 9 6 7 1 9 14 6 4 

60 代 7 21 10 4 3 14 14 6 5 

 

（図表Ａ－４ コンジョイント選択実験を実施したＡ層のウェイトバック後サンプル数） 

層 性別 年代 
北海道 

東北 
南関東 東京 北関東 

北陸 

甲信越 
東海 近畿 

中国 

四国 

九州 

沖縄 

Ａ層 

男性 

20 代 9.8 32.4 17.5 10.8 11.0 27.5 26.7 13.1 16.9 

30 代 14.9 36.7 27.1 10.3 7.6 34.6 34.5 18.6 18.3 

40 代 19.4 20.5 18.0 7.4 8.5 15.4 15.9 10.3 15.7 

50 代 6.6 19.2 10.0 5.7 5.2 10.3 12.9 3.0 4.3 

60 代 6.6 9.0 6.4 2.7 0.7 9.2 10.5 2.7 3.6 

女性 

20 代 8.3 14.7 9.3 9.8 12.0 17.6 22.7 9.3 11.5 

30 代 14.9 20.7 9.4 11.9 9.8 19.1 27.5 14.7 14.5 

40 代 7.0 14.1 12.1 5.8 3.4 6.4 8.5 4.4 4.2 

50 代 2.8 2.8 2.6 2.2 0.3 7.3 6.7 2.5 7.0 

60 代 4.4 6.8 2.3 1.3 1.6 7.5 6.5 2.7 2.3 

 

  



 

 

53 

 

Appendix B（コンジョイント選択実験の提示情報及び選択肢一覧） 

コンジョイント選択実験において提示した情報の詳細 

・省エネ住宅設備に関する用語の説明 

 

 

・省エネ住宅設備についてのポジティブ及びネガティブな情報 

 



 

 

54 

 

 

 
（備考）国土交通省（2021b）、調達価格等算定委員会（2022）、省エネ設備メーカー各社ＷＥＢサイト等に

基づき作成。上記の説明内の効果や金額は、一定の条件の下に行った試算であり、今後のエネル

ギー価格の変動や設備の性能向上等によって変動する場合がある。 
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・保証スキームについての情報 

 

 

・住宅ローンの優遇措置（借入限度枠の拡大）についての情報 
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コンジョイント選択実験において提示した設問一覧 

・設問パターン① 

Ｑ 選択肢 
導入する設

備 

省エネ設備

の定価（工

事費を含

む） 

省エネ設備

への補助金 

[実質負担

額] 

10 年間の

継続的な経

済的支援

（１年あた

り） 

光熱費の削

減効果（従

来比） 

13 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
250 万円 △125 万円 [125 万円] 5 万円/年 △60％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
100 万円 △0 万円 [100 万円] 2 万円/年 △90％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

14 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
100 万円 △50 万円 [50 万円] 

2 万 5000

円/年 
△10％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
50 万円 

△37.5 万

円 

[12.5 万

円] 
1 万円/年 △30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

15 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
400 万円 △200 万円 [200 万円] 2 万円/年 △30％ 

Ｂ 断熱のみ 250 万円 △0 万円 [250 万円] 
6 万 2500

円/年 
△30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

16 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
400 万円 △300 万円 [100 万円] 10 万円/年 △90％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
250 万円 

△187.5 万

円 

[62.5 万

円] 

2 万 5000

円/年 
△10％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

17 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
50 万円 △0 万円 [50 万円] 2500 円/年 △10％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
100 万円 △25 万円 [75 万円] 1 万円/年 △30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

18 

Ａ 断熱のみ 50 万円 △25 万円 [25 万円] 5000 円/年 △90％ 

Ｂ 断熱のみ 400 万円 △100 万円 [300 万円] 8 万円/年 △10％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

19 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
50 万円 

△12.5 万

円 

[37.5 万

円] 

1 万 2500

円/年 
△60％ 

Ｂ 断熱のみ 100 万円 △75 万円 [25 万円] 5000 円/年 △60％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

20 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
400 万円 △0 万円 [400 万円] 4 万円/年 △60％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
250 万円 

△62.5 万

円 

[187.5 万

円] 

1 万 2500

円/年 
△90％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 
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・設問パターン② 

Ｑ 選択肢 
導入する設

備 

省エネ設備

の定価（工

事費を含

む） 

省エネ設備

への補助金 

[実質負担

額] 

10 年間の

継続的な経

済的支援

（１年あた

り） 

光熱費の削

減効果（従

来比） 

21 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
250 万円 △125 万円 [125 万円] 5 万円/年 △60％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
250 万円 

△62.5 万

円 

[187.5 万

円] 

1 万 2500

円/年 
△90％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

22 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
400 万円 △100 万円 [300 万円] 8 万円/年 △10％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
250 万円 △0 万円 [250 万円] 

6 万 2500

円/年 
△30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

23 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
400 万円 △300 万円 [100 万円] 10 万円/年 △90％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
100 万円 △50 万円 [50 万円] 

2 万 5000

円/年 
△10％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

24 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
400 万円 △0 万円 [400 万円] 4 万円/年 △60％ 

Ｂ 断熱のみ 50 万円 
△12.5 万

円 

[37.5 万

円] 

1 万 2500

円/年 
△60％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

25 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
50 万円 

△37.5 万

円 

[12.5 万

円] 
1 万円/年 △30％ 

Ｂ 断熱のみ 400 万円 △200 万円 [200 万円] 2 万円/年 △30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

26 

Ａ 断熱のみ 100 万円 △0 万円 [100 万円] 2 万円/年 △90％ 

Ｂ 断熱のみ 250 万円 
△187.5 万

円 

[62.5 万

円] 

2 万 5000

円/年 
△10％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

27 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
50 万円 △0 万円 [50 万円] 2500 円/年 △10％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
100 万円 △25 万円 [75 万円] 1 万円/年 △30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

28 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
100 万円 △75 万円 [25 万円] 5000 円/年 △60％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
50 万円 △25 万円 [25 万円] 5000 円/年 △90％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 
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・設問パターン③ 

Ｑ 選択肢 
導入する設

備 

省エネ設備

の定価（工

事費を含

む） 

省エネ設備

への補助金 

[実質負担

額] 

10 年間の

継続的な経

済的支援

（１年あた

り） 

光熱費の削

減効果（従

来比） 

29 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
250 万円 △125 万円 [125 万円] 5 万円/年 △60％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
100 万円 △75 万円 [25 万円] 5000 円/年 △60％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

30 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
100 万円 △0 万円 [100 万円] 2 万円/年 △90％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
50 万円 

△12.5 万

円 

[37.5 万

円] 

1 万 2500

円/年 
△60％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

31 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
400 万円 △300 万円 [100 万円] 10 万円/年 △90％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
250 万円 △0 万円 [250 万円] 

6 万 2500

円/年 
△30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

32 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
50 万円 △25 万円 [25 万円] 5000 円/年 △90％ 

Ｂ 断熱のみ 100 万円 △50 万円 [50 万円] 
2 万 5000

円/年 
△10％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

33 

Ａ 断熱のみ 50 万円 
△37.5 万

円 

[12.5 万

円] 
1 万円/年 △30％ 

Ｂ 断熱のみ 400 万円 △0 万円 [400 万円] 4 万円/年 △60％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

34 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
400 万円 △100 万円 [300 万円] 8 万円/年 △10％ 

Ｂ 断熱のみ 250 万円 
△62.5 万

円 

[187.5 万

円] 

1 万 2500

円/年 
△90％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

35 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
50 万円 △0 万円 [50 万円] 2500 円/年 △10％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
100 万円 △25 万円 [75 万円] 1 万円/年 △30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

36 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
400 万円 △200 万円 [200 万円] 2 万円/年 △30％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
250 万円 

△187.5 万

円 

[62.5 万

円] 

2 万 5000

円/年 
△10％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 
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・設問パターン④ 

Ｑ 選択肢 
導入する設

備 

省エネ設備

の定価（工

事費を含

む） 

省エネ設備

への補助金 

[実質負担

額] 

10 年間の

継続的な経

済的支援

（１年あた

り） 

光熱費の削

減効果（従

来比） 

37 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
250 万円 △125 万円 [125 万円] 

6 万 2500

円/年 
△30％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
250 万円 

△62.5 万

円 

[187.5 万

円] 

1 万 2500

円/年 
△60％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

38 

Ａ 断熱のみ 50 万円 △25 万円 [25 万円] 1 万円/年 △60％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
100 万円 △0 万円 [100 万円] 

2 万 5000

円/年 
△60％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

39 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
50 万円 

△37.5 万

円 

[12.5 万

円] 

1 万 2500

円/年 
△90％ 

Ｂ 断熱のみ 100 万円 △75 万円 [25 万円] 5000 円/年 △30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

40 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
100 万円 △25 万円 [75 万円] 2 万円/年 △90％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
250 万円 

△187.5 万

円 

[62.5 万

円] 
5 万円/年 △10％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

41 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
100 万円 △50 万円 [50 万円] 1 万円/年 △10％ 

Ｂ 断熱のみ 250 万円 △0 万円 [250 万円] 
2 万 5000

円/年 
△90％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

42 

Ａ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
50 万円 △0 万円 [50 万円] 2500 円/年 △10％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光 
50 万円 

△12.5 万

円 

[37.5 万

円] 
5000 円/年 △30％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

43 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
400 万円 △200 万円 [200 万円] 2 万円/年 △90％ 

Ｂ 
断熱＋太陽

光＋蓄電池 
400 万円 △300 万円 [100 万円] 4 万円/年 △60％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 

44 

Ａ 
断熱＋太陽

光 
400 万円 △0 万円 [400 万円] 8 万円/年 △30％ 

Ｂ 断熱のみ 400 万円 △100 万円 [300 万円] 10 万円/年 △10％ 

導入しない なし 0 円 △0 円 [0 円] 0 円/年 変わらない 
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Appendix C（条件付きロジットモデル） 

 

条件付きロジットモデルは多項ロジットと基本的な仕組みは同様であるが、選択肢ごと

に変動する説明変数を含まないものを多項ロジットと呼び、説明変数に選択肢ごとに異な

る属性を設定するモデルのことを条件付きロジットと呼ぶ（Wooldridge（2010））。 

以下は、吉田（2003）及び Greene（2002）を参考に記載する。 

ランダム効用理論とは、各選択肢に対する個人の効用関数を観察可能な選択肢の特徴（属

性）で決まる確定項𝑉𝑖𝑗と人間の気まぐれなどの誤差項ε𝑖𝑗の和として想定する。さらに、こ

の理論的枠組みは、個人が複数の選択肢の中から、効用が最大化する選択肢を選択するとい

うことも想定している。第 i 番目の回答者が J 個の選択肢の中から j を選択した場合の効用

関数は、以下のとおり表される。 

 

U𝑖𝑗 = 𝑉𝑖𝑗 + ε𝑖𝑗 

 

回答者 i が j を選択した場合には、他の選択肢を選ぶよりも効用が高くなることから、下

記式の通り定式化される。 

 

Prob(j) = Prob(U𝑖𝑗 > U𝑖𝑘; ∀𝑘 ≠ 𝑗) 

= Prob(𝑉𝑖𝑗 + ε𝑖𝑗 > 𝑉𝑖𝑘 + ε𝑖𝑘; ∀𝑘 ≠ 𝑗) 

= Prob(𝑉𝑖𝑗 − 𝑉𝑖𝑘 > ε𝑖𝑘 − ε𝑖𝑗; ∀𝑘 ≠ 𝑗) 

 

ここで、McFadden(1974)は誤差項が第一種極地（ガンベル）分布に従うと想定（F(ε𝑖𝑗) =

exp (−𝑒ε𝑖𝑗）)すると、選択肢 j を選択する確率は、下記式の通り表されることを示した。 

 

Prob(j) =
𝑒𝑉𝑖𝑗

∑ 𝑒𝑉𝑖𝑗𝐽
𝑗=1

 

 

ここで、観察可能な効用関数 V を選択肢に特有な属性x𝑖𝑗だけに限定した場合を考えると

下記の通りとなる。 

 

Prob(j) =
𝑒𝛽𝑥𝑖𝑗

∑ 𝑒𝛽𝑥𝑖𝑗𝐽
𝑗=1

 

 

なお、特有な属性x𝑖𝑗だけではなく、回答者 i 間で変動する個人の所得などの社会経済変数

w𝑖にも依存するとした場合、その変数を分析するために上記式に加えようとしても分母と

分子で相殺されてしまう。そのため、ある特定の選択肢をダミー変数として、それと社会経
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済変数w𝑖との交差項を作り係数を求めることが可能である。これにより、選択行動に与える

社会経済変数の影響を明らかにすることが可能となる。 

条件付ロジットモデルの推定は、下記の対数尤度関数を最大化するようなパラメータを

求める。ここで𝑑𝑖𝑗は、回答者 i が選択肢 j を選択した場合は𝑑𝑖𝑗 = 1をとり、それ以外の場合

は𝑑𝑖𝑗 = 0をとる変数として定義する。 

 

logL = ∑ ∑ 𝑑𝑖𝑗𝑙𝑜𝑔𝑃𝑟𝑜𝑏(𝑗)

𝐽

𝑗=1

𝑛

𝑖=1
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Appendix D（グループ化による分析の手法） 

 

３章３節の方法は、以下の手順で行った。 

 

STEP 1 

回答者ごとに被説明変数を二値変数（該当選択肢を選択した場合 1、選択し

なかった場合 0）、説明変数を導入する設備、省エネ設備の定価、省エネ設備

への補助金、10 年間の継続的な経済的支援、光熱費の削減効果とした重回帰

分析を行い、各説明変数の係数を推計。 

STEP 2 

上記で推計した各説明変数の係数を用いて、クラスター分析によるグループ

化を行った。非階層クラスター分析の代表的な手法である k-means 法を用い

た。グループに分けた後にコンジョイント分析を行う際のサンプル数を一定

程度確保するため、当初グループ数は２～４を想定した。 

STEP 3 
グループ間の差異が最もはっきりと読み取れるため、３つのグループに分け

ることとした。 

STEP 4 グループごとにコンジョイント分析を行った。 
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Appendix E（マクロ的影響の試算の前提条件及び手法） 

 

３章５節２項の試算は、以下の手順で行った。 

 

STEP 1 

「断熱＋太陽光」及び「断熱＋太陽光＋蓄電池」の導入に関する選択質問（図

表３－５－９）を用いて、省エネ設備の普及促進策（図表３－５－１０）を

行う場合の新築戸建住宅における省エネ設備の導入確率を求める。 

STEP 2 

STEP 1 で求めた導入確率により、個々の普及促進策による省エネ設備の導

入確率の変動（①購入時の補助金効果、②１０年間の支援の効果、③情報効

果、④借入限度額引上げ効果）を求める。 

STEP 3 

STEP 2 で求めた各効果の値をもとに、普及促進策を行った場合の新築戸建

住宅における省エネ設備導入率の推移を試算し、各年の新築戸建の省エネ設

備導入戸数を求める。 

STEP 4 

STEP 3 で求めた新築戸建の省エネ設備導入戸数から、2023 年度、2025 年

度、2030 年度の３時点における、ストックでの戸建住宅の省エネ設備導入戸

数を求める。 

STEP 5 

戸建住宅に「断熱＋太陽光」または「断熱＋太陽光＋蓄電池」を導入する場

合の、省エネ設備の利用期間にわたる１戸あたりの年間光熱費負担削減額を

求める。 

STEP 6 

STEP 4 で求めた戸建住宅の省エネ設備導入戸数と、STEP 5 で求めた１戸

あたりの年間光熱費負担削減額を掛けることで、戸建住宅への省エネ設備の

導入による家計のマクロでの光熱費負担削減額を算出する。 

  



 

 

64 

 

（STEP 1 省エネ設備の導入確率） 

図表３－５－９の選択質問に対し、３章１節で示した基本的なモデルの推定結果を当て

はめると、選択肢 A、B が選択される確率は、「断熱＋太陽光」を導入する新築戸建住宅で

はＡ：53.8％、Ｂ：46.2％、「断熱＋太陽光＋蓄電池」を導入する新築戸建住宅ではＡ：61.3%、

Ｂ：38.7%となった。図表３－５－９の選択質問をベースに、図表３－５－１０のシナリオ

①から④に従って図表Ｅ－１に示す導入確率のシミュレーションを行った42。 

 

（図表Ｅ－１ 図表３－５－１０のシナリオの詳細） 

シナリオ － ① ② － ③ ④ 

購入時補助 25％ 50％ 50％ 50％ 50％ 50％ 

10年間支援 10％ 10％ 20％ 20％ 20％ 20％ 

情報提示 なし なし なし なし 設備の詳細 
借入枠拡大 

・設備の詳細 

内見の絞込 なし なし なし あり あり あり 

 

（STEP 2 普及促進策による導入確率の上昇） 

 図表Ｅ－１の各シナリオの導入確率の差分より、それぞれの普及促進策が省エネ設備の

導入確率に与える効果は図表Ｅ－２のようになった。 

 

（図表Ｅ－２ 普及促進策の効果（シナリオごとの導入確率の差分）） 

 導入確率の差分 

 断熱＋太陽光 断熱＋太陽光＋蓄電池 

①補助金効果 4.8％  4.6％ 

②10年間支援効果 6.2％ 5.6％ 

③情報提示効果 6.2％ 1.6％ 

④借入限度額引上げ効果 0.6％ 1.7％ 

（備考）①補助金効果は、購入時の補助率を 25％から 50％へと増加させた場合の導入確率の差分。②10 年

間支援効果は、10 年間の継続的な経済的支援の支給率を 10％から 20％へと増加させた場合の導

入確率の差分。③情報提示効果は、省エネ設備のメリット及びデメリットの情報を提示した場合

の導入確率の差分。④借入限度額引上げ効果は、省エネ設備の導入費用の分だけ住宅ローンの借

入限度額を引上げることができるという情報を提示した場合の導入確率の差分。  

 
42 ２項のシミュレーションでは、１項とは異なる方法で導入確率の差分を算出している。１項では、各施

策の単独での導入促進効果を示すために、導入確率のシミュレーションを行う際に「ベース＋施策①」、

「ベース＋施策②」のようにベースに対して施策を１つだけ付け加えた場合の導入確率を算出し、ベー

スの導入確率との差分から各施策の効果を計測した。一方２項では、マクロでの光熱費削減効果を測定

するために、「ベース＋施策①」、「ベース＋施策①＋施策②」のようにベースに対して施策を１つずつ追

加していった場合の導入確率を算出し、それらを差し引きすることで各施策の効果を計測した。そのた

め、追加の順番が異なる場合に導入確率の差分も変化することとなる。 
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（STEP 3 新築戸建住宅における省エネ設備の導入率及び導入戸数の推移） 

 STEP 2 で求めた普及促進策の効果を踏まえ、2030 年度までの省エネ設備の導入率の推

移を試算する。ここで、省エネ設備の導入率は、「ＢＡＵ（Business as usual）一定」をベ

ースラインとして、「ＢＡＵ増加」ケースを考える。さらに、「ＢＡＵ増加」ケースに今後新

たな政策効果が上乗せされることを想定し、①補助金効果、②10 年間支援効果、③情報提

示効果43、④借入限度額引上げ効果の４つの効果を積み上げて試算した。2016年度から 2021

年度までの省エネ設備の導入率は、各年度の新築戸建住宅におけるＺＥＨ率の実績値を参

照している44。ベースラインケースについては、2021 年度のＺＥＨ率の実績値が維持され

る場合の省エネ設備の導入率を「ＢＡＵ一定」としている。さらに、これまで行われてきた

導入促進策を継続した場合の省エネ設備の導入率の上昇分を「ＢＡＵ増加」とし、過去３年

間の導入率の上昇を案分して伸ばした。2023 年度以降は、「ＢＡＵ一定」に「ＢＡＵ増加」

及び①から④の効果が上乗せされるとして省エネ設備の導入率を試算した（図表Ｅ－３）。 

 その上で、新築住宅着工戸数に占める戸建の比率を一定とし、世帯数の減少に伴い住宅ス

トックの必要数が減少した場合に空き家率が上昇するとして、新築住宅着工戸数は 2023 年

度以降国立社会保障・人口問題研究所（2018）の世帯数の変化率に準じて変化するという

仮定の下、省エネ設備を導入する新築戸建住宅の戸数を試算した（図表Ｅ－４）。 

  

 
43 ２項のシミュレーションでは、情報効果を抽出する際に、対象サンプルをアンケートで住宅購入の検討

状況について「物件の内見に回っている」と回答した者に絞り込んでいる。マクロの試算の際、事業者

の取組や既存の普及促進策の結果として既に市場で行われている情報提供の効果はＺＥＨ比率の実績値

に含まれていると考えられるため、情報効果を「ＢＡＵ一定」にそのまま加算すると、施策を行った場

合の導入確率を高く見積もる可能性がある。そのような情報効果の二重計上を防ぐため、サンプルを住

宅購入の検討過程の後半にあるとされる「物件の内見に回っている」人（新築注文戸建検討者の 38.1％、

新築建売戸建検討者の 15.8％）に限定することで、通常の住宅購入プロセスでは与えられない追加的な

情報提供の効果をマクロで算出している。 
44「断熱＋太陽光＋蓄電池」の試算では、2016 年度から 2022 年度までの間に省エネ設備を導入した新築

戸建住宅について、ＺＥＨシリーズ住宅における蓄電池システム導入率（環境共創イニシアチブ（2022）

により推計）をもとに、導入された設備を「断熱＋太陽光」と「断熱＋太陽光＋蓄電池」に案分した。

2023 年度以降は、全て「断熱＋太陽光＋蓄電池」が導入されるとして試算した。 
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（図表Ｅ－３ 省エネ設備の導入率の試算） 

（１）断熱＋太陽光  

・新築注文戸建 

 

・新築建売戸建 

 

  ＢＡＵ一定  ＢＡＵ増加   補助金効果   10年間支援効果 

  情報効果  借入上限引き上げ効果 

 

（２）断熱＋太陽光＋蓄電池 

 

・新築注文戸建 

 

・新築建売戸建 

 

  ＢＡＵ一定        ＢＡＵ一定（蓄電池を除く）    ＢＡＵ増加 

  補助金効果           10年間支援効果       情報効果  

借入上限引き上げ効果 

（備考）内閣府調査、国土交通省「建築着工統計」、環境共創イニシアチブ「ネット・ゼロ・エネルギー・

ハウス実証事業 調査発表会」（各年）により作成。 
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（図表Ｅ－４ 省エネ設備の導入戸数の試算（フロー）） 

（１）「断熱＋太陽光」を導入する新築戸建住宅の戸数 

 

 

（２）「断熱＋太陽光＋蓄電池」を導入する新築戸建住宅の戸数 

 
（備考）内閣府調査、国土交通省「建築着工統計」、国立社会保障・人口問題研究所（2018）、環境共創イニ

シアチブ「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業 調査発表会」（各年）により作成。「その

他住宅」には、分譲マンション、貸家、給与住宅等が含まれる。 
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（STEP 4 省エネ設備を導入した戸建住宅の累積戸数） 

 図表Ｅ－４のように省エネ設備を導入した戸建住宅が毎年新築されることで、省エネ設

備を導入した戸建の戸数はストックで図表Ｅ－５のようになる。 

 

（図表Ｅ－５ 省エネ設備の導入戸数の試算（ストック）） 

（１）「断熱＋太陽光」を導入している戸建住宅ストックの戸数 

 

 

（２）「断熱＋太陽光＋蓄電池」を導入している戸建住宅ストックの戸数 

 
（備考）内閣府調査、国土交通省「建築着工統計」、国立社会保障・人口問題研究所（2018）、環境共創イニ

シアチブ「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業 調査発表会」（各年）により作成。  
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（STEP 5 １戸あたりの年間光熱費負担削減額） 

住宅の外皮性能を省エネ基準からＺＥＨ基準に引上げることによる光熱費の削減効果、

太陽光発電設備の導入による電気代の負担削減効果及び蓄電池システムの導入による電気

代の負担削減効果を試算した。エネルギー価格を含む物価等の上昇率は２％／年で一定と

している。 

断熱性能の向上による光熱費の削減効果については、地域区分ごとに定められた省エネ

基準の水準を用いて、都道府県単位で試算を行った。図表Ｅ－６で示した数値をもとに、ま

ず、省エネ基準からＺＥＨ基準へ断熱性能を向上させることによる地域区分別の世帯当た

り年間エネルギー消費削減率（全国平均 6.7％）を算出した。そこから地域区分別の世帯あ

たりの光熱費削減額（全国平均 12,047 円）を求め、世帯数と戸数の調整を行い、１戸あた

りの年間の光熱費削減額を算出した。 

 

（図表Ｅ－６ 断熱性能向上の試算における参考値） 

項目 集計単位 参考値 出所 

世帯のエネルギー消費に 

占める冷暖房の比率 
地方 25.5 ％（全国） 2021 年度(*1) 

ＺＥＨレベルにおける 

暖冷房一次エネルギー削減率 
地域区分 28 ％（東京都区部） *2 

世帯当たり年間エネルギー種別 

支払金額（合計） 
地方 18.0 万円（全国） 2021 年度(*1) 

世帯数 都道府県 53,925,000 世帯（全国） 2018 年(*3) 

居住戸数 都道府県 53,616,300 戸（全国） 2018 年(*3) 

断熱性能向上の掛かり増し費用 全国 70 万円/戸 
*4 を参考に 

設定 

（備考）*1 は環境省（2023）、*2 は国土交通省（2021b）、*3 は「平成 30 年住宅・土地統計調査」、*4 は国

土交通省（2023b）。 

 

太陽光発電設備の導入による電気代の負担削減効果についての試算では、まず、図表Ｅ－

７をもとに都道府県別の住宅用太陽光発電の１戸当たり年間発電量を算出した（全国平均

6,736.7kWh）。各戸で発電された電気は日中の自家消費に用いられ、余剰が売電されるとし、

都道府県別での１戸当たりの電気代削減額を求めた。自家消費による電気代削減額は

51,738 円/年、ＦＩＴ期間中の売電収入は 80,194 円/年、ＦＩＴ期間終了後の売電収入は

50,121 円/年（いずれも全国平均）となる。 
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（図表Ｅ－７ 太陽光発電設備の試算における参考値） 

項目 集計単位 参考値 出所 

発電容量（１件あたり） 都道府県 5.6 kW（全国） 2022 年（*5） 

年間発電量（１kW あたり） 都道府県 1,248 kWh（全国） 2021 年度（*6） 

設備利用率 全国 13.7 ％ 
2024 年度想定値

（*7） 

設備利用率 都道府県 14.2 ％（全国） 2021 年度(*6) 

自家消費率 全国 25.6 ％ 2021 年度(*6) 

買電価格 全国 30.0 円/kWh 
実績を考慮して

設定 

売電価格（ＦＩＴ） 全国 16.0 円/kWh 2023 年度 

売電価格（ＦＩＴ期間終了後） 全国 10.0 円/kWh 
2022 年中央値

（*7） 

導入費用 全国 26.1 万円/kWh 
2022 年平均値

（*7） 

維持費用（30 年間） 全国 6.0 万円/kWh *7 を参考に設定 

（備考）*5 は資源エネルギー庁「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法 情報公表用

ウェブサイト」、*6 は環境共創イニシアチブ（2022）、*7は調達価格等算定委員会（2023）。 

 

 太陽光発電設備及び蓄電池システムの導入による電気代の負担削減効果については、図

表Ｅ－８で示した性能等の蓄電池を 15 年間使用した場合の電気代の負担削減額を試算し

た。太陽光発電で発電した電気は、日中に自家消費に用いられ、自家消費で使いきれなかっ

た分を蓄電池に蓄電し、蓄電池の蓄電可能容量を超えた分の電気を売電するものとしてい

る。利用開始当初は、１日の発電量 18.5kWh/日（全国平均）のうち、日中の自家消費分は

4.7kWh/日（全国平均）、蓄電池を用いた自家消費分は 3.8kWh/日（全国平均）、売電分は 9.9 

kWh/日（全国平均）となる。これらを合計した電気代の負担削減効果は、利用開始当初は

15.1 万円/年、15 年後は蓄電池の劣化を想定した場合 11.6 万円/年と試算される。 

 

（図表Ｅ－８ 蓄電池システムの試算における参考値） 

項目 参考値 出所 

定格容量 6.0 kWh *6 を参考に設定 

初期実効容量 4.8 kWh － 

ユーザー設定残量 1.0 kWh － 

充放電回数 1 回/日 － 

15 年後の蓄電容量 3.6 kWh 
各社メーカー保証規

定等を参考に設定 

導入費用（kWh あたり） 18.7 万円/kWh *8 
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導入費用 150.0 万円 － 

製品寿命 15 年 
各社メーカー保証規

定等を参考に設定 

維持・撤去費用 11 万円 － 

（備考）*8 は三菱総合研究所（2021）。 

 

 以上より、「断熱＋太陽光」及び「断熱＋太陽光＋蓄電池」の導入による１戸あたりの光

熱費負担削減額は、図表Ｅ－９のように試算される。 

 

（図表Ｅ－９ １戸あたりの年間光熱費負担削減額） 

使用年数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

断熱＋太陽光 14.3 14.6 14.9 15.2 15.5 15.8 16.1 16.5 16.8 17.1 13.8 14.1 14.4 14.6 14.9 

断熱＋太陽光

＋蓄電池 
16.3 16.5 16.7 17.0 17.3 17.5 17.8 18.1 18.4 18.7 15.9 16.1 16.3 16.5 16.8 

 

使用年数 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 

断熱＋太陽光 15.2 15.5 15.9 16.2 16.5 16.8 17.2 17.5 17.9 18.2 18.6 18.9 19.3 19.7 20.1 

断熱＋太陽光

＋蓄電池 
15.2 15.5 15.9 16.2 16.5 16.8 17.2 17.5 17.9 18.2 18.6 18.9 19.3 19.7 20.1 

（備考）設置・維持費用控除前の値。単位は年目、万円／年。物価上昇（２％／年）を考慮した場合。１年

目から 10 年目まではＦＩＴにより売電。蓄電池の使用期間は 15 年とし、「断熱＋太陽光＋蓄電

池」の 16 年目から 30 年目までは「断熱＋太陽光」を利用する場合の光熱費負担削減額を示して

いる。なお、設置・維持費用（設置・維持費用を使用年数で割った金額）は、「断熱＋太陽光」で

は 8.3 万円、「断熱＋太陽光＋蓄電池」では 19.1 万円となった。 

 

（STEP 6 マクロでの光熱費の負担削減額） 

 図表Ｅ－５で示した 2023 年度、2025 年度、2030 年度時点の省エネ設備を導入した戸建

住宅のストックでの戸数に、築年数に応じた１戸あたりの年間光熱費負担削減額（図表Ｅ－

９（再掲））を掛けることにより、新築戸建住宅への省エネ設備の導入による年間の光熱費

の負担削減額を試算した（図表３－５－１２（再掲））。  
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